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貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表    
    

  前事業年度 
(平成14年９月30日) 

当事業年度 
(平成15年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

 １ 現金及び預金   2,038,842   1,978,702  

 ２ 受取手形   441,313   556,168  

 ３ 売掛金 ※１  843,382   1,093,185  

 ４ 有価証券   ―   11,127  

 ５ 製品   77,220   61,585  

 ６ 半製品   104,749   72,965  

 ７ 原材料   202,338   249,475  

 ８ 仕掛品   143,770   209,130  

 ９ 貯蔵品   4,493   2,231  

 10 前払費用   32,315   26,791  

 11 関係会社短期貸付金   ―   290,177  

 12 未収入金   27,014   13,461  

 13 繰延税金資産   71,011   112,647  

 14 その他   1,492   8,749  

   貸倒引当金   △5,426   △11,162  

   流動資産合計   3,982,518 46.1  4,675,238 51.1 

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産        

  (1) 建物  1,737,721   1,750,822   

    減価償却累計額  757,393 980,327  834,546 916,275  

  (2) 構築物  127,750   127,750   

    減価償却累計額  65,695 62,055  72,959 54,791  

  (3) 機械及び装置  409,558   224,794   

    減価償却累計額  207,222 202,335  160,999 63,795  

  (4) 車両運搬具  710   710   

    減価償却累計額  674 35  674 35  

  (5) 工具器具及び備品  591,959   790,296   

    減価償却累計額  471,561 120,397  564,854 225,442  

  (6) 土地   780,460   780,460  

   有形固定資産合計   2,145,611 24.8  2,040,800 22.3 

 ２ 無形固定資産        

  (1) 借地権   130,712   130,712  

  (2) ソフトウェア   112,950   44,858  

  (3) その他   7,195   6,882  

   無形固定資産合計   250,858 2.9  182,453 2.0 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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  前事業年度 
(平成14年９月30日) 

当事業年度 
(平成15年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 

 ３ 投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券   85,636   82,892  

  (2) 関係会社株式   1,193,225   1,192,857  

  (3) 出資金   7,786   6,848  

  (4) 関係会社出資金   155,390   155,390  

  (5) 関係会社長期貸付金   618,600   636,908  

  (6) 長期前払費用   3,282   2,494  

  (7) 繰延税金資産   138,015   108,363  

  (8)その他   69,684   72,689  

    貸倒引当金   △3,878   △3,630  

   投資その他の資産合計   2,267,744 26.2  2,254,813 24.6 

   固定資産合計   4,664,214 53.9  4,478,067 48.9 

   資産合計   8,646,732 100.0  9,153,306 100.0 

        
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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  前事業年度 
(平成14年９月30日) 

当事業年度 
(平成15年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 

(負債の部)        
Ⅰ 流動負債        
 １ 支払手形   574,225   782,179  
 ２ 買掛金   159,281   153,523  
 ３ 未払金   69,020   127,615  
 ４ 未払法人税等   15,059   193,276  
 ５ 未払消費税等   ―   8,427  
 ６ 未払費用   144,800   167,616  
 ７ 預り金   5,700   4,405  
 ８ 製品保証引当金   27,468   43,098  
 ９ その他   4,774   4,888  
   流動負債合計   1,000,329 11.6  1,485,030 16.2 
Ⅱ 固定負債        
 １ 役員退職慰労引当金   88,159   82,654  
 ２ 退職給付引当金   46,036   16,467  
 ３ その他   5,600   5,600  
   固定負債合計   139,795 1.6  104,721 1.2 
   負債合計   1,140,125 13.2  1,589,751 17.4 

(資本の部)        
Ⅰ 資本金 ※３  1,181,090 13.6  ― ― 
Ⅱ 資本準備金   2,372,338 27.4  ― ― 
Ⅲ 利益準備金   74,310 0.9  ― ― 
Ⅳ その他の剰余金        
 １ 任意積立金        
  (1) 研究開発積立金  200,000   ―   
  (2) 海外投資積立金  206,000   ―   
  (3) 別途積立金  3,159,800 3,565,800  ― ―  
 ２ 当期未処分利益   314,701   ―  
   その他の剰余金合計   3,880,501 44.9  ― ― 
Ⅴ その他有価証券評価差額金   △701 △0.0  ― ― 
Ⅵ 自己株式   △930 △0.0  ― ― 
   資本合計   7,506,607 86.8  ― ― 
Ⅰ 資本金 ※３  ― ―  1,181,090 12.9 
Ⅱ 資本剰余金        
   資本準備金   ―   2,372,338  

資本剰余金合計   ― ―  2,372,338 25.9 
Ⅲ 利益剰余金        
 １ 利益準備金   ―   74,310  
 ２ 任意積立金        
  (1) 研究開発積立金  ―   200,000   
  (2) 海外投資積立金  ―   206,000   
  (3) 別途積立金  ― ―  3,159,800 3,565,800  
 ３ 当期未処分利益   ―   523,732  

利益剰余金合計   ― ―  4,163,842 45.5 
Ⅳ その他有価証券評価差額金   ― ―  △2,300 △0.0 
Ⅴ 自己株式 ※４  ― ―  △151,416 △1.7 
   資本合計   ― ―  7,563,554 82.6 
   負債・資本合計   8,646,732 100.0  9,153,306 100.0 
        
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書    
    

  
前事業年度 

(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１  4,091,615 100.0  4,653,526 100.0 
Ⅱ 売上原価        
 １ 期首製品たな卸高  144,517   77,220   
 ２ 当期製品製造原価  2,343,044   2,633,847   
    合計  2,487,562   2,711,068   
 ３ 他勘定振替高 ※２ 56,238   49,994   
 ４ 期末製品たな卸高  77,220 2,354,103 57.5 61,585 2,599,488 55.9 
   売上総利益   1,737,511 42.5  2,054,037 44.1 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4  1,675,178 41.0  1,595,272 34.3 
   営業利益   62,333 1.5  458,765 9.8 
Ⅳ 営業外収益        
 １ 受取利息 ※５ 13,300   14,142   
 ２ 有価証券利息  18   ―   
 ３ 受取配当金 ※５ 4,134   17,612   
 ４ 受取賃貸料 ※５ 29,154   32,711   
 ５ 業務受託料 ※５ 9,218   10,332   
 ６ その他  12,914 68,742 1.7 20,737 95,535 2.0 
Ⅴ 営業外費用        
 １ 支払利息  282   86   
 ２ 貸倒引当金繰入額  2,598   2,586   
 ３ 売上割引  2,989   2,981   
 ４ たな卸資産廃棄損  12,614   26,209   
 ５ たな卸資産評価損  43,616   39,176   
 ６ 為替差損  ―   36,626   
 ７ その他  1,490 63,591 1.6 1,471 109,138 2.3 
   経常利益   67,483 1.6  445,162 9.5 
Ⅵ 特別利益        
 １ 貸倒引当金戻入益  13,428   ―   
 ２ 固定資産売却益 ※６ 4,435 17,863 0.4 ― ― ― 
Ⅶ 特別損失        
 １ 固定資産除却損 ※７ 4,797   8,027   
 ２ 関係会社株式評価損 ※８ 6,599   199   
 ３ 投資有価証券評価損  28,440   ―   
 ４ その他  1,273 41,110 0.9 744 8,971 0.2 
   税引前当期純利益   44,236 1.1  436,190 9.3 
   法人税、住民税 
   及び事業税  14,000   208,000   

   法人税等調整額  3,941 17,941 0.5 △10,838 197,161 4.2 
   当期純利益   26,295 0.6  239,029 5.1 
   前期繰越利益   288,406   284,703  
   当期未処分利益   314,701   523,732  
        
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

 31    

利利利利    益益益益    処処処処    分分分分    案案案案    

  
前事業年度 
株主総会承認日 
(平成14年12月19日) 

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成15年12月18日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   314,701  523,732 

Ⅱ 利益処分額      

 １ 配当金  29,998  46,309  

 ２ 役員賞与金  ―  7,200  

   (うち監査役賞与金)  (―)  (1,010)  

 ３ 任意積立金      

    海外投資積立金  ― 29,998 200,000 253,509 

Ⅲ 次期繰越利益   284,703  270,222 

      
 

   （注） 1. 配当金は発行済株式の総数から自己株式（２１１，３８８株）を除いて算定しております。 

       2. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１株当たり配当金の内訳 

 平成14年9月期 平成15年9月期 

 年  間 中  間 期  末 年  間 中  間 期  末 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

普通株式 5  00   ―  ― 5  00   8  00   ―  ― 8  00   
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 重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

項  目 
前事業年度 

自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

１ 有価証券の評価基準及び 
  評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

 

(1)子会社株式及び関連会社株式 
同左 

 (2)その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算期末日の市場価格等に基づく時価 
法（評価差額は全部資本直入法により処 
理し、売却原価は移動平均法により算定） 
 

(2)その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 
 

 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法 

 

時価のないもの 
同左 

２ たな卸資産の評価基準 
及び評価方法 

(1)製品 
標準品は総平均法による原価法、特 
注品については個別法による原価法 
 

(1)製品 
同左 

 (2)半製品 
総平均法による原価法 

 

(2)半製品 
同左 

 (3)原材料 
    総平均法による低価法 
 

(3)原材料 
同左 

 (4)仕掛品 
    個別法による原価法 
 

(4)仕掛品 
同左 

 (5)貯蔵品 
    最終仕入原価法 
 

(5)貯蔵品 
同左 

３ 固定資産の減価償却の 
方法 

(1)有形固定資産 
   定率法によっております。 

ただし、平成10年10月1日以降取 
得した建物(建物附属設備を除く)につ
いては、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は建物及び構築 

物が３年～50年、機械装置及び運搬具 
が２年～17年、工具器具備品が２年～ 
10年であります。 

(1)有形固定資産 
定率法によっております。 
ただし、平成10年10月1日以降取 
得した建物(建物附属設備を除く)につ
いては、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は建物及び構築物
が３年～50年、機械装置及び運搬具が２
年～11 年、工具器具備品が２年～10 年
であります。 
 （耐用年数の変更） 
当事業年度からデモ用レーザ機器の
耐用年数を1７年から７年に変更いたし
ました。 
この変更は、デモ用レーザ機器が主に
販売促進用に使用されており、その重要
性が増したため実際の使用期間に合わ
せて耐用年数を短縮することを目的と
するものです。 
なお、この変更により従来の方法を適用
した場合と比べて営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益が 20,650 千円減少して
おります。 
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項  目 
前事業年度 

自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

 (2)無形固定資産 
  定額法によっております。 
  ただし、ソフトウエア（自社利用分） 
については、社内における見込利用可能 
期間（５年）による定額法によっており 
ます。 
 

(2)無形固定資産 
同左 

 (3)長期前払費用 
   均等償却をしております。 
 

(3)長期前払費用 
同左 

 
４ 引当金の計上基準 

 
(1)貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備えるた 
め、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込 
額を計上しております。 
 

 
(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)製品保証引当金 
製品販売後のアフターサービス費の 
発生に備えるため、売上高に対する過 
去の経験率により算定した額を計上し 
ております。 
 

(2)製品保証引当金 
同左 

 (3)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金支出に備えるため、 
内規に基づく期末要支給額を計上して 
おります。 
 

(3)役員退職慰労引当金 
同左 

 (4)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当 
事業年度末における退職給付債務及び 
年金資産の見込額に基づき計上してお 
ります。 
 

(4)退職給付引当金 
同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると 
認められるもの以外のファイナンス・リー 
ス取引については、通常の賃貸借取引に係 
る方法に準じた会計処理によっております。 
 

同左 

６ その他財務諸表作成の 
  ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 
 税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理方法 
  税抜方式によっております。 
 

  (2)貸借対照表 
 財務諸表等規則の改正により、当事業
年度における貸借対照表の資本の部に
ついては、改正後の財務諸表等規則によ
り作成しております。 
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項  目 
前事業年度 

自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

  (3)１株当たり当期純利益に関する会計基 
準等 
 当事業年度から「１株当たり当期純利
益に関する会計基準」（企業会計基準委
員会 平成14年９月25日 企業会計基
準第２号）及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成14年９月25日 企
業会計基準適用指針第４号）を適用して
おります。 
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会計処理の変更会計処理の変更会計処理の変更会計処理の変更 

前事業年度 
自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

 
――――― 

従来、レーザ機器の据付調整費用は、販売費及び一般管理
費として計上しておりましたが、当事業年度より売上原価
に計上する方法に変更いたしました。 
この変更は、レーザ機器に関する売上は検収基準により認
識されていますが、組織変更を契機に原価管理体制の見直
しを行ったところ、据付調整費用は売上高と個別に対応し
ていることから、費用と収益の個別対応関係をより明確に
し、期間損益をより適正に表示するために行ったものであ
ります。 
なお、この変更により従来の方法を適用した場合と比べて
売上原価は34,322千円増加し、販売費及び一般管理費は同
額少なく計上されておりますが、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益に与える影響はありません。 
 

    

表示方法の変更表示方法の変更表示方法の変更表示方法の変更 

前事業年度 
自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

 
――――― 

（貸借対照表） 
前事業年度まで、機械装置に含めて表示しておりましたデ
モ用レーザ機器（当事業年度末残高140,905千円）は、製品
の製造に供している固定資産ではないことから、より適正
な表示とするため、当事業年度から工具器具及び備品とし
て表示しております。 
 

 
――――― 

（損益計算書） 
前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示して
おりました「為替差損」は金額の重要性が増したため、当
事業年度から区分掲記することに変更いたしました。 
なお、前事業年度の「為替差損」は1,180千円であります。 
 

    

追加情報追加情報追加情報追加情報 

前事業年度 
自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

（自己株式） 
前事業年度まで流動資産に掲載しておりました「自己 
株式」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度より 
資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示し 
ております。 
 

 
――――― 
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注注注注    記記記記    事事事事    項項項項   
   （貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成14年9月30日現在） 

当事業年度 
（平成15年9月30日現在） 

※１ 関係会社に対する主な資産は区分掲記されたも 
   のを除き次のとおりであります。 
 
   （資産）    売掛金       443,817千円 
 

※１ 関係会社に対する主な資産は区分掲記されたも 
   のを除き次のとおりであります。 
 
   （資産）    売掛金       548,557千円 
 

２         ―――― 
 

２ 偶発債務 
 次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務
保証を行っております。 

保証先 金額（千円） 内容 
米亜基光電設備
（上海）有限公司 

26,880 
（2,000千元） 

借入債務 
 

※３ 授権株式数            15,000千株 
   発行済株式総数          6,000千株 
 

※３ 授権株式数            15,000千株 
   発行済株式総数          6,000千株 
 

※４         ―――― 
 

※４ 自己株式の保有数 
   普通株式  211,388株 
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 （損益計算書関係） 

前事業年度 
自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

※１ 売上高に含まれている関係会社に対するものは、 
次のとおりであります。 
商品売上高         1,441,866千円 

 

※１ 売上高に含まれている関係会社に対するものは、 
次のとおりであります。 

   商品売上高         1,649,986千円 
 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
    販売費及び一般管理費      8,597千円 
    機械及び装置                 36,485千円 
    工具器具及び備品              4,195千円 
    営業外費用                    6,959千円 
    計                           56,238千円 
 
 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
    販売費及び一般管理費      6,494千円 
    機械及び装置                 23,091千円 
    工具器具及び備品              9,335千円 
    営業外費用                    6,069千円 
        流動資産           5,003千円 
    計                           49,994千円 

※３ 一般管理費に含まれている研究開発費は、 
      432,077千円であります。 
 

※３ 一般管理費に含まれている研究開発費は、 
   359,323千円であります。 
 

※４ 販売費及び一般管理費 
   販売費に属する費用のおおよその割合は37％であ 
   り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 
   63％であります。 
   主要な費目および金額は次のとおりであります。 
    役員報酬           59,955千円 
    給料             310,985千円 
    賞与              85,726千円 
    役員退職慰労引当金繰入額    7,584千円 
    退職給付費用             34,015千円 

減価償却費              117,648千円 
    研究開発費            432,077千円 
    製品保証引当金繰入額     27,468千円 
 

※４ 販売費及び一般管理費 
販売費に属する費用のおおよその割合は35％であ 

   り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 
   65％であります。 
   主要な費目および金額は次のとおりであります。 
    役員報酬           47,328千円 
    給料             314,318千円 
    賞与             112,878千円 
    役員退職慰労引当金繰入額    5,417千円 
    退職給付費用             24,129千円 

減価償却費              129,616千円 
    研究開発費            359,323千円 
    製品保証引当金繰入額     43,098千円 
    貸倒引当金繰入額       4,082千円 
 

※５ 関係会社との主な営業外取引額は次のとおりであ 
   ります。 

受取賃貸料          29,154千円 
     業務受託料               9,218千円 
 
 

※５ 関係会社との主な営業外取引額は次のとおりであ 
   ります。 
    受取利息           14,138千円 
    受取配当金          17,068千円 
    受取賃貸料          32,711千円 
    業務受託料          10,332千円 
     

※６ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
    機械及び装置         4,435千円 
 

※６  
―――― 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。  
    工具器具及び備品              907千円 
    機械及び装置               3,890千円 
    計                      4,797千円  
 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。  
工具器具及び備品            7,938千円 

    機械及び装置                  89千円 
    計                      8,027千円  

※８ 関係会社株式評価損の内訳は次のとおりであり 
   ます。  
    ミヤチプレシジョンシステムズ株式会社の 

株式減損処理   
                6,599千円 

 

※８ 関係会社株式評価損の内訳は次のとおりであり 
   ます。                     
    ミヤチプレシジョンシステムズ株式会社の 

清算による損失 
                 199千円 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
自 平成13年10月1日 
至 平成14年9月30日 

当事業年度 
自 平成14年10月1日 
至 平成15年9月30日 

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 
以外のファイナンス･リース取引 
 
１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 
および期末残高相当額 
 

 取得価額 
相当額 
 

（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 

（千円） 

期末残高 
相当額 
 

（千円） 

工具器具 
及び備品 

50,812 17,982 32,830 

車両運搬具 41,810 18,257 23,552 

合計 92,622 36,239 56,382 

 
(注) 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占 

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支 
払利子込み法により算定しております。 
 
 

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの 
以外のファイナンス･リース取引 
 
１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 
および期末残高相当額 
 
 取得価額 

相当額 
 

（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 

（千円） 

期末残高 
相当額 
 

（千円） 

工具器具 
及び備品 

46,742 25,525 21,216 

車両運搬具 56,539 22,961 33,578 

合計 103,281 48,486 54,794 

 
(注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内                     20,015千円 
１年超                      36,367千円 
合計                             56,382千円 

 
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の 

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合 
が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内                     21,460千円 
１年超                      33,334千円 
合計                             54,794千円 

 
(注) 同左 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 
 
(1)支払リース料                 19,578千円 
(2)減価償却費相当額               19,578千円 

 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 
 
(1)支払リース料                 23,724千円 
(2)減価償却費相当額               23,724千円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 
法によっております。 

 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
   同左 
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（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成13年10月1日 至 平成14年9月30日）及び当事業年度（自 平成14年10月1日 至 平成15年 

9月30日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成14年9月30日現在） 

当事業年度 
（平成15年9月30日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 
  の内訳 
 （繰延税金資産） 
                       千円 
  賞与引当金損金算入限度超過額    25,705 
製品保証引当金           11,465 

  役員退職慰労引当金繰入額      36,797 
退職給付引当金               19,215 

  棚卸資産評価損           32,670 
    研究開発用ｿﾌﾄｳｪｱ            57,864 
  その他                             25,308    
    繰延税金資産小計                  209,026 
    評価性引当額               － 
  繰延税金資産合計         209,026 
 
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 
  の内訳 
 （繰延税金資産） 
                       千円 
  賞与引当金損金算入限度超過額    42,029 
製品保証引当金           17,989 

  役員退職慰労引当金繰入額      34,418 
退職給付引当金                6,672 

  棚卸資産評価損           35,920 
    研究開発用ｿﾌﾄｳｪｱ            48,477 
  その他                             35,502    
    繰延税金資産小計                  221,010 
    評価性引当額               － 
  繰延税金資産合計         221,010 
 
 

２ 法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 
  率との差異の内訳 
  財務諸表等規則第８条の１２第３項の規定により 
注記の記載を省略しております。 

 

２ 法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 
  率との差異の内訳 
    同左 
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（役員の異動）（役員の異動）（役員の異動）（役員の異動）    
  

１．１．１．１．    代表者の異動代表者の異動代表者の異動代表者の異動        

・新任予定取締役会長・新任予定取締役会長・新任予定取締役会長・新任予定取締役会長    （平成１５年１２月１８日付予定）（平成１５年１２月１８日付予定）（平成１５年１２月１８日付予定）（平成１５年１２月１８日付予定）    

氏 名 現役職名 

城地  敞 当社代表取締役社長 

・新任予定代表取締役社長・新任予定代表取締役社長・新任予定代表取締役社長・新任予定代表取締役社長    （平成１５年１２月１８日付予定）（平成１５年１２月１８日付予定）（平成１５年１２月１８日付予定）（平成１５年１２月１８日付予定）    

氏 名 現役職名 

宮内 隆輔 当社取締役 
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